
高森町空き店舗等活用事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、地域経済の活性化を図り、活力とにぎわいを創出、空き店舗等の解

消のため、町内の空き店舗、空き家、空き倉庫等を活用して事業を行う者に対して、そ

の改修費及び建物の購入費、賃借料の一部を予算の範囲内で補助することについて、補

助金等交付規則（昭和43年規則第７号。以下「規則」という。）に定めるもののほか必

要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、「空き店舗等」とは、次に掲げる要件のいずれにも該当する

施設をいう。 

(１) 町内に所在するおおむね３ヶ月以上使用されていない店舗、事務所、住宅、倉庫

等。（集合住宅の階や部屋等を単位とするものを含む。） 

(２) 大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第２条第２項に規定する大規模小

売店舗の施設又は当該施設内のテナント型店舗でないもの 

（補助対象事業者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象事業者」という。）は、次に掲げ

る要件を満たす者とする。 

(１) 空き店舗等を使用して小売業、飲食店又はサービス業（風俗営業等の規制及び業

務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）第２条に規定する営業を除

く。）を営もうとする者及び事業所として利用しようとする者又は町長が特に認める

者 

(２) 空き店舗等の購入又は賃借をした者 

(３) 営業に関し許可又は認可を必要とする場合において、これを得ている、若しくは

得る見込みがある者 

(４) 現に町内に店舗等を有している事業者においては、空き店舗等を活用後も現に町

内に有する店舗等において継続して事業を営む者 

(５) 高森町暴力団排除条例（平成23年条例第12号）第２条第２号に規定する暴力団員

又は同条例第６条第１項に規定する暴力団関係者でない者 

(６) 宗教活動や政治活動を主たる目的とする法人又は団体でない者 

(７) 空き店舗等を売却又は賃貸した者若しくはその者の２親等以内の親族でない者 

（補助対象経費及び補助率） 

第４条 補助金の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）及び補助率は、次の

とおりとし、同一の事業者及び個人につき補助金の交付は１回に限る。 

補助対象経費 補助要件 補助率 

1.改修等に係る経費 (１)空き店舗等の内装及び外装の改修工事 補助対象経費



に係る費用（住宅部分を有する店舗及び事

務所物件については、あん分により算出す

る）。ただし、対象者自身で改装する場合

は、工事に必要な原材料費、消耗品費に限

る。 

(２)附帯設備の設置費（原則として、建物

と一体となっており、容易に移動できない

もの） 

(３)その他必要と認められる経費 

１、２合計の２

分の１以内と

し、50万円を限

度とする。 

2.建物の取得又は賃

借に係る経費 

(１)空き店舗等を事業の用に供するための

建物の購入費用（土地の購入に要する経費

は除く）。 

(２)空き店舗等を事業の用に供するための

建物の賃借料。ただし、月額10万円を限度

とし、補助対象期間は３ヶ月とする。 

(３)(１)及び(２)に要する経費（敷金、礼

金、保証金を除く） 

２ 前項の規定により算出された補助金の額に千円未満の端数があるときは、これを切り

捨てる。 

３ 国、県又は町の他の制度による補助金等の対象となっている経費は、当補助金の対象

経費としない。 

（交付の条件） 

第５条 次の各号に掲げる事項を、補助金交付の条件とする。 

(１) 申請年度内に補助事業が完了すること。 

(２) 補助事業完了後６ヶ月以内に開店または開所し、開店・開所から２年以上継続し

て活用すること。 

(３) 市区町村税の滞納のないこと。 

（補助金の交付申請等） 

第６条 補助対象事業者は、事業の着手前に高森町空き店舗等活用事業補助金交付申請書

（様式第１号）に、次に掲げる書類を添付して、町長に提出しなければならない。 

(１) 補助事業計画書及び収支予算書（様式第２号） 

(２) 空き店舗等の位置図 

(３) 改修工事を行う工事施工予定箇所の写真 

(４) 空き店舗等の売買契約書又は賃貸借契約書の写し 

(５) 空き店舗等の建物登記事項証明書の写し 

(６) 工事見積書又は工事請負契約書等の写し 



(７) 工事設計図面等の写し（工事内容のわかるもの） 

(８) 市区町村税の納税証明書又は完納証明書。ただし、町民の方で、担当者による閲

覧の同意をする方は提出を省略する。 

(９) 必要な許認可の取得又は取得する見込みを確認できる書類 

(10) 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類 

（補助金の交付決定） 

第７条 町長は、前条の申請書の提出があったときは、これを審査し、補助金の交付の可

否を決定し、高森町空き店舗等活用事業補助金交付決定通知書（様式第３号）又は高森

町空き店舗等活用事業補助金不交付決定通知書（様式第４号）により、補助対象事業者

に通知する。 

２ 町長は、前項の交付決定を行う場合において、補助金の交付目的を達成するために必

要があるときは、条件を付することができる。 

（補助金の変更又は中止） 

第８条 前条の交付決定を受けた者が、工事の内容を変更しようとするとき又は中止する

ときは、高森町空き店舗等活用事業補助金変更申請書（様式第５号）を町長に提出しな

ければならない。ただし、軽微な変更の場合は、この申請書の提出を省略できる。 

２ 町長は、前項の変更申請書の提出があったときは、速やかに審査し、その結果につい

て高森町空き店舗等活用事業補助金変更交付決定通知書（様式第６号）により、補助対

象事業者に通知するものとする。 

（実績報告書の提出） 

第９条 補助対象事業者は、第４条第１項に規定する補助事業が完了したときは、完了後

１ヶ月以内又は年度末のいずれか早い期日までに、高森町空き店舗等活用事業補助金実

績報告書（様式第７号）に、次に掲げる書類を添付して、町長に提出しなければならな

い。 

(１) 補助事業報告書及び収支決算書（様式第８号） 

(２) 領収書等支払を証する書類の写し 

(３) 改修工事後の写真 

(４) 必要な許認可を取得したことがわかる書類 

(５) その他町長が必要と認める書類 

（工事完了の確認及び通知） 

第10条 町長は、前条の実績報告書の提出があったときは、これを審査し、必要に応じて

現地を調査し、交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、補助

金の額を確定し高森町空き店舗等活用事業補助金確定通知書（様式第９号）により補助

対象事業者に通知するものとする。 

（交付請求手続） 

第11条 補助対象事業者は、前条の確定通知書を受けたときは、速やかに町長に高森町空

き店舗等活用事業補助金交付請求書（様式第10号）により補助金の請求をするものとす

る。 



（補助金の交付） 

第12条 町長は、前条の請求書の提出があったときは、補助金を交付する。 

（補助金の取消し及び返還） 

第13条 町長は、補助対象事業者が、次の各号のいずれかに該当したときは、補助金の交

付を取消し又は既に交付をした補助金を返還させることができる。 

(１) 偽りなど不正な行為によって補助金の交付を受けようとし、又は受けたとき。 

(２) この要綱の規定に違反したとき。 

(３) 補助事業の完了後６ヶ月以内に開店・開所しなかったとき。 

(４) 補助事業の完了後２年未満で事業を中止又は廃止若しくは町外へ移転したとき。

ただし、次に掲げる場合は、この限りでない。 

ア 補助対象事業者が死亡又は病気若しくは怪我等により事業の継続ができない場合 

イ 災害等により事業の継続が困難である場合 

ウ その他事業を継続できないことがやむを得ないものと町長が認める場合 

(５) その他町長が必要と認めたとき。 

（その他） 

第14条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和５年６月１日から施行する。 

 



様式第１号（第６条関係） 

 

高森町空き店舗等活用事業補助金交付申請書 

 

年  月  日 

高森町長 様 

申請者  住所又は所在地 

名称 

代表者氏名 

連絡先 

 

下記のとおり事業を実施したいので、高森町空き店舗等活用事業補助金交付要綱第６条

の規定により、補助金の交付を申請します。 

 

記 

 

申請物件所在地 高森町 

補助金交付申請額 

※千円未満切捨て 

 

円（上限50万円） 

 

事業実施日程 

改修開始予定日 年   月   日 

改修完了予定日 年   月   日 

営業開始予定日 年   月   日 

（添付書類） 

・事業計画書及び収支予算書（様式第２号） ・工事見積書又は工事請負契約書の写し 

・空き店舗等の位置図           ・工事設計図面等の写し 

・工事予定箇所の写真           ・市区町村税の納税証明書又は完納証明書 

・売買契約書又は賃貸借契約書の写し     (町民の方で、担当者による閲覧の同意 

・建物登記事項証明書の写し                  をする場合は不要) 

・必要な許認可の取得又は取得する見込み    ・その他町長が必要と認める書類 

 を確認できる書類 



様式第２号（第６条関係） 

 

高森町空き店舗等活用事業補助金事業計画書及び収支予算書 

 

1.補助事業について 

事業形態 個人 ・ 法人 
商号又は 

会社名 
 

予定する店舗又は事

業所名 
 

事業内容 

（空き店舗等を活用

して行う予定の事業

内容） 

 

必要とする許認可  

許認可取得時期 年 月 日取得済  ・   年 月 日取得見込み 

町内に既に店舗等を

有する者の店舗又は

事業所名 

 

 

2.空き店舗等について 

空き店舗等になって

いる期間 
年  月 ～ 

もともとの用途 店舗 ・ 事務所 ・ 住宅 ・ その他（       ） 

物件所有者の 

住所・氏名 
 

建物取得額 

又は賃借料（月額） 

 

取得の場合              円 

 

賃借の場合  月額          円 

 

 



3.条件確認  ※条件を確認し、レ点をつけてください。 

□ 対象の空き店舗等はおおむね３ヶ月以上使用されていません。 

□ 私を含む同一世帯のいずれにも、市区町村税に滞納がありません。また、滞納がな

いことの確認のため、担当者が高森町税に係る納税状況を閲覧することに同意しま

す。 

□ 本補助金に申請した経費は、他の制度による補助金等の対象経費に含まれていませ

ん。 

□ 私は、高森町暴力団排除条例に規定する暴力団員又は暴力団関係者ではありません。 

□ 私は、空き店舗等を売却又は賃貸した者若しくはその者の２親等以内の親族ではあ

りません。 

□ （現に町内で事業を行っている場合）空き店舗等活用後も、町内に有する店舗にお

いて事業を継続します。 

□ 宗教活動や政治活動を主たる目的とする法人又は団体ではありません。 

□ 補助事業完了後６ヶ月以内に店舗又は事業所を開店・開所します。 

□ 本補助金を利用した店舗又は事業所を２年以上活用します。 

 

4.空き店舗等活用事業に係る収支予算書 

事業内容 予算額 

補

 

助

 

対

 

象

 

事

 

業 

1.店舗等改修に係る経費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

円 

1.店舗等改修に係る経費合計 円（Ａ） 

2.建物の取得又は賃借に係る経費 

 

○建物取得の場合 

※住宅部分を有する場合は、あん分により算出 

円 



○建物の賃借の場合 

※月額10万円を限度とし、対象期間は３ヶ月とす

る。 

 

 

2.建物の取得又は賃借に係る経費合計 円（Ｂ） 

補助対象経費（Ａ＋Ｂ）の合計額 円（Ｃ） 

補助申請額  Ｃ×１／２（千円未満切捨て） 円 

 



様式第３号（第７条関係） 

 

高森町空き店舗等活用事業補助金交付決定通知書 

 

番  号 

年 月 日 

 

様 

 

高森町長 

 

年  月  日付で申請のあった高森町空き店舗等活用事業補助金について、下記

のとおり交付決定したので高森町空き店舗等活用事業補助金交付要綱第７条に基づき通知

します。 

 

記 

 

１ 交付決定額                      円 

 

２ 交付条件 

(１)補助金交付申請内容に変更があった場合、速やかに変更交付申請書を提出するこ

と。 

(２)事業完了後、１ヶ月以内に実績報告書を提出すること。（この通知書はあくまで

も申請者が適正に事業を完了した場合に補助金が交付されるということお知ら

せするものであり、事業完了後に実績報告を適正に行った時点で初めて補助金

交付の要件を具備することとなります。） 



様式第４号（第７条関係） 

 

高森町空き店舗等活用事業補助金不交付決定通知書 

 

番  号 

年 月 日 

 

様 

 

高森町長 

 

年  月  日付で申請のあった高森町空き店舗等活用事業補助金について、下記

のとおり交付しないことと決定したので高森町空き店舗等活用事業補助金交付要綱第７条

に基づき通知します。 

 

記 

 

不交付の理由 



様式第５号（第８条関係） 

 

高森町空き店舗等活用事業補助金変更申請書 

 

年  月  日 

 

高森町長 様 

 

申請者  住所又は所在地 

名称 

代表者氏名      

連絡先 

 

高森町空き店舗等活用事業補助金について、高森町空き店舗等活用事業補助金交付要綱

第８条の規定に基づき、下記のとおり変更（変更・中止・廃止）したいので申請します。 

 

記 

 

交付決定額     円 

変更等の内容  

変更等の理由  

変更後の交付申請額 円（千円未満切捨て） 

変更年月日  

（添付書類） 

変更内容、金額のわかる資料 



様式第６号（第８条関係） 

 

高森町空き店舗等活用事業補助金変更交付決定通知書 

 

番  号 

年 月 日 

 

様 

 

高森町長 

 

年  月  日付で申請のあった高森町空き店舗等活用事業補助金の変更について、

下記のとおり変更交付決定したので、高森町空き店舗等活用事業補助金交付要綱第８条第

２項に基づき通知します。 

 

記 

 

１ 変更交付決定額                      円 

 

２ 変更年月日      年  月  日 

 

３ 変更の内容 



様式第７号（第９条関係） 

 

高森町空き店舗等活用事業補助金実績報告書 

 

年  月  日 

 

高森町長 様 

 

申請者  住所又は所在地 

名称 

代表者氏名 

連絡先 

 

年   月   日付番号で交付決定を受けた高森町空き店舗等活用事業補助金に

ついて、高森町空き店舗等活用事業補助金交付要綱第９条の規定に基づき、下記のとおり

実績報告します。 

 

記 

 

整備した物件所在

地 
高森町 

事業内容  

交付決定額 円 

補助金対象経費 円 

補助金交付申請額 円（千円未満切捨て・上限50万円） 

事業実施日程 

改修完了日 年   月   日 

営業開始日 年   月   日 

（添付書類） 

・事業報告書及び収支決算書（様式第８号） ・改修工事後の写真 

・領収書等支払を証する書類の写し     ・必要な許認可の取得が確認できる書類 

・その他町長が必要と認める書類 



様式第８号（第９条関係） 

 

高森町空き店舗等活用事業補助金事業報告書及び収支決算書 

 

1.店舗等について 

店舗又は事業所名  

事業内容 

（空き店舗等を活用

して行う事業内容） 

 

開店・開所に必要な

許認可 
年 月 日取得済 

物件所有者の 

住所・氏名 
 

 

2.空き店舗等活用事業に係る収支決算書 

事業内容 決算額 

補

 

助

 

対

 

象

 

事

 

業 

1.店舗等改修に係る経費 

 

 

円 

1.店舗等改修に係る経費合計 円（Ａ） 

2.建物の取得又は賃借に係る経費 

 

○建物取得の場合 

※住宅部分を有する場合は、あん分により算出 

○建物の賃借の場合 

※月額10万円を限度とし、対象期間は３ヶ月とする。 

円 

2.建物の取得又は賃借に係る経費合計 円（Ｂ） 

補助対象経費（Ａ＋Ｂ）の合計額 円（Ｃ） 

交付申請額    Ｃ×１／２（千円未満切捨て） 円 



様式第９号（第10条関係） 

 

高森町空き店舗等活用事業補助金確定通知書 

 

番  号 

年 月 日 

 

様 

 

高森町長 

 

年  月  日付で実績報告のあった高森町空き店舗等活用事業補助金について、

下記のとおり確定したので高森町空き店舗等活用事業補助金交付要綱第10条に基づき通知

します。 

 

記 

 

交付確定額                   円 



様式第10号（第11条関係） 

 

高森町空き店舗等活用事業補助金交付請求書 

 

年  月  日 

 

高森町長 様 

 

申請者  住所又は所在地 

名称 

代表者氏名           ㊞ 

連絡先 

 

年   月   日付番号で補助金の額の確定を受けた高森町空き店舗等活用事業

補助金について、以下のとおり請求します。 

 

記 

 

補助金交付請求額   金             円 

 

補助金振込先 

金融機関名  

本支店名  

口座種別 普 通 ・ 当 座 ・ その他 

口座番号  

フリガナ                     

口座名義  

 


